
マレーシア政府による日本からの食品輸入に対する規制について

在マレーシア日本大使館・経済部

平成２３年３月３１日

最終改定： 平成２５年２月１９日

（改定：平成２３年４月１３日、４月２９日、５月２４日、７月５日、７月１２日、１０月５日、１１月１１日、１２月１６日、

平成２４年２月２４日、３月１５日、７月１０日、８月８日、８月１６日、９月６日、１０月１８日、１１月２９日）

平成２５年３月１日をもって、東日本大震災後に日本産食品に課せられていた輸入規制

が解除されることとなりましたのでお知らせします。

マレーシア保健省は、平成２５年２月１５日に以下の決定を行いました。

（１） ３月１日をもって、すべての都道府県をレベル５輸入検査の対象から除外する

（２） 同様に３月１日をもって、産地証明の添付義務を廃止する

これにより、３月１日以降は、産地証明の添付は必要とされず、マレーシア到着後のレベ

ル５輸入検査も行われません。

なお、マレーシア保健省は、今後も日本産食品について、放射性物質の混入の有無を

継続してモニターしていくこととしています。

○ マレーシア保健省の問い合わせ先

保健省食品安全・品質局 上級課長補佐 タイアラン氏

Mr. Thayalan A/L Ramadas

Senior Principle Assistant Director

tel: 03-8883-3558/-3520 fax: 03-8889-3815

○ 在マレーシア日本国大使館の担当

経済部・小川 03-2177-2714 （直通） syun.ogawa@mofa.go.jp

経済部・柳沼 03-2177-2723 （直通） hiroshi.yaginuma@mofa.go.jp
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別添１ これまでの経緯

平成２３年３月１１日 東日本大震災の発生

３月１６日 マレーシア保健省が、４月１５日以降に日本から輸入される食品は、放射能基

準適合証明書を添付しなければならない旨発表。また、それまでの間、日本から

輸入される食品は、その産地や種類を問わずすべて、マレーシア政府によって

サンプルを採取され、検査によって放射能基準に適合していることが確認される

まで、流通が制限されることとされた（レベル５輸入検査）。

４月１１日 保健省が、４月１５日以降に日本から輸入される食品は、放射能基準適合証

明書が添付されていなければ、輸入が拒否されると発表。

４月１５日 放射能基準適合証明書の添付制度が施行

４月２７日 １１都県（福島県、茨城県、群馬県、栃木県、宮城県、山形県、新潟県、神奈川県、埼

玉県、東京都及び千葉県）以外で採取等された食品は原産地証明書を添付するこ

とで輸入を認めることなどを柱とする食品輸入規制の変更が発表された。

４月２９日 証明書の様式、４月２７日から５月２２日までの移行期間中の措置等の発表。

５月２３日 ４月２７日に発表された食品輸入規制の施行。（日付証明、産地証明または放

射性能基準適合証明書のいずれかの添付を義務付け。）

７月 ５日 輸入規制の見直しの発表 （７月１日到着分より適用）

① 新潟県、山形県、東京都で産出した食品は、産地証明のみで輸入可能

② ８県（福島県、茨城県、群馬県、栃木県、宮城県、神奈川県、埼玉県及び千葉県）で

産出した食品は、産地証明を添付した上で、マレーシア到着後、放射能検査を

受けること （レベル５輸入検査。検査費用は輸入者負担。）

８月 １日 埼玉県産の食品から、３ヶ月間、基準値を超える事例が見つからなかったことを

踏まえ、レベル５輸入検査対象県（上述②）から、埼玉県が除外される。

９月２６日 日本国内の検査で、埼玉県産の茶葉２検体からマレーシアの基準を超えるセシ

ウムが検出されたことを受け、埼玉県がレベル５輸入検査対象県に再指定される。

９月２９日 レベル５輸入検査対象県から、群馬県及び神奈川県が除外される。

１１月２日 長野県がレベル５輸入検査対象県に指定される。

１１月１０日 神奈川県がレベル５輸入検査対象県に再指定される。（規制の実施は１１月２１日から）

１２月１６日 群馬県がレベル５輸入検査対象県に再指定される。（規制の実施は１２月２６日から）

平成２４年１月１６日 千葉県がレベル５輸入検査対象県から除外される。

１月３０日 長野県がレベル５輸入検査対象県から除外される。（規制の緩和は２月１日から）

２月１７日 神奈川県及び埼玉県がレベル５輸入検査対象県から除外される。（規制の緩和は

２月１５日から）



３月６日 群馬県がレベル５輸入検査対象県から除外される。（規制の緩和は ３月５日から）

この時点で、レベル５輸入検査対象県は、福島県、茨城県、栃木県、及び宮城県

の４県。

６月２８日 レベル５輸入検査対象県及び対象品目の見直し （規制の緩和は７月１日から）

茨城県、栃木県、宮城県産の食品（きのこ類を除く）はレベル５輸入検査が免除さ

れ、産地証明の添付のみで輸入が認められることとなった。

８月３日 茨城県及び栃木県がレベル５輸入検査対象県から除外される一方、宮城県産の

魚介類が新たにレベル５輸入検査対象に指定された。（規制の変更は８月１５日から）

８月１５日 栃木県産のきのこ類が再度レベル５輸入検査対象に指定される。

８月３０日 群馬県産のきのこ類が再度レベル５輸入検査対象に指定される。（規制の変更は９

月１０日から）

９月１７日 岩手県産のきのこ類がレベル５輸入検査対象に指定される。（規制の変更は１０月１

日から）

１０月１５日 宮城県産のきのこ類及び魚介類がレベル５輸入検査対象から除外される。

１０月２９日 長野県産のきのこ類がレベル５輸入検査対象に指定される。（規制の変更は１１月

１２日から）

１２月１日 群馬県及び栃木県産のきのこ類がレベル５輸入検査対象から除外される。

平成２５年１月１８日 岩手県及び長野県産のきのこ類がレベル５輸入検査対象から除外さ

れる。（規制の変更は２月１日から）

２月１５日 輸入規制の解除 （規制の緩和は３月１日から）

① すべての都道府県をレベル５輸入検査の対象から除外する

② 産地証明の添付義務を廃止する

（※ ただし、今後も日本産食品について、放射性物質の混入の有無を継続してモニター）
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